
平成 23年 度

寒川町国民健康保険運営協議会 (第5回 )会 議次第

日時 ,平成 24年 2月 13日 (月)

年後 1時 から

場所 i議会第 1会 議室

1 開 会

2 議 題

3 閉 会

(1)平 成 23年 度目保特別会計補正予算(実)について

(2)平 成 24年 度国栄特別会計予算(案)について

〈3)一 部負担金滅免要網 (案)に ついて

(4)国 民健康保険料の不純欠損処分について

く5)そ の他



資料

平成 23年 度国保特別会計補正予算 (案)に ついて



1補 正の目的

23年度保険料確定に伴い、低所得親 の補墳財源を増須するため。

2補 正予算額

(歳入)

1款 国民健康保険料
1項 国民健康保険料
1目 一般被保険者国民健康保険料

1,324591 △7199

1,324,591 △7,190

9款 凛入金
1項 他会計繰入金
1■ 般会計繰入金

千
節 補正前の額 補正額 計 備  考

1保 険基盤安定繰入金 115,518 6,197 121,715

4財 政安t4阪 援事業繰入金 15)727 993 16720

計 4031976 7190 411166



1補 正の目的

神却 H県国保連合会のシステム改修費用の増加にともない 各保険者の処出する負担金が変
更になるため。

2補 正予算額

(歳入)

3紙 国庫文出金
2項 国庫補助金
1日 財攻調整交付金

千

節 SIE前 の額 補正額 計 備  考

1財政調整交付金 30,075 1,553 31,628

計 30,075 11553 311628

(歳出)
1款 総務費
1項 総務管理費
1-般 管理束

千円

賀 補 正 前の額 編正額 計 億  考

19負 担金補助及び交付金 5 1553 1 558

計 5 li553 1,558



1補 正の目的

■   国 保財政調整基金の利感分確定見込額の追加のため。

2補 正予算額

(隷 )
8志 財産収入
1項 財産田用収入
1目 利子及0配 当金

千

節 補正前の額 補正額 計 侑  考

1利子及び配当金 10 Ｆ
υ

ア
】

●
サ

一〇

〈歳出)
9紙 基窮顔立金
1項 基金荷立金
1日 保険給付基金積立金

千

節 補正前の額 補正額 計 僚  考

25積 立金 151,489 45 1511534



資料 2

平成 24年 度国保特別会計予算 (案)に ついて



平成24年 度国保事業特別会計の概要

均戎24年 度予算、歳入歳出の総額は5, 332 90ィ 千円で 前 年度当初予算額

を     と 比較して1 14%、 60, 021千 円の増力Pとなりました。

く歳 入>

1 国 民縫盛保険料

今年度における国民麓床保険事業に買する費用は 国 産負担金等で賄われる部分を

除き 目 保法第76条 に基づき彼保険苦から徴収するものでえ

O医 療拾付分

医療給付費分は、被保険者全員に服課されます。医療分の基鷲となる医療費は給

付実績をもとに推難していま曳

O後 期高野者支援分

後期商崩苦支援金分は歳出の 「後期高齢者支援全Jに より、被保険者全員に崩謀  ‐

されます。

O介 議分

介譲約付金分は、40歳 から64歳 の被保険者に賦課され 基 糖となるものは歳

出の 「介護抽付金額Jに なりま丸

2 国 産支出全

O療 整給付費負担金
一般被保険者の医療費などの支出に対し、国が定率で負担するものですが 率 は

34%が Tra 2 4年後から32%に 変更されています。前期高齢者交付金分は笹

険されまえ

O高 額医療費共同事業負担金

歳出で計上している 「高額医療費共同事業拠出金Jの 174を 国が負担します。

O特 定健康診査等負担金

特定健康診査に対する負担金で、受診費用を国の基準単価で算出しその3分 の1

を目篤で負担するものです。

〇財攻調整変付金

定率では、普通調整変付金 7% 特 別調整交付金 2%で すが 町 では調整を受け

1



全額は交付されていません。

3 疾 養給付費等交付金

退職校保険者分の医療葉などに充当される交付金で曳 この変付金は、退職被保

険著分の医療費などの費用額から 退 職御呆険者分の保険料を差し引いた 残 りの

金額を社会保険診療報酬支払基金から交付されるものです。

4 前 期高齢者夜付金

65歳 以上の被保険をを前期高齢者とし そ の割合に応じて交付される交付金で

す。 20年 度からの制度改正によって槍J設された交付金です。

概略は、前々年度の医療費真絞や被保険者数に、国が決めた伸び率を乗じ 当 年度の

概算分として交付され 2年 後に消算されます。

5 県 支山金

○商額医療費共同事業負担金 特 定驚康診査負担全

国庫支出金と同様です。

①特定鶴診草負担金

国庫支出金と同様に県も健診策用の3分の1を負担レます七

〇都勘付県財政調整交付金

国の療牽給付費負担金と同様に一般彼保険者の医療費や、後期高締者支援金 介

護納付金などが算定の基確となりま九 平成24年 度から普通調整変付金が6%か

ら8%に 変更になります。  _

6 共 同事業変付金

高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業からめ交付全です。歳由の拠出金

の金額から 過 去の実績をもとに推計します。

7 繰 入金

保険基盤安定繰入金 職 員給与費等繰入芸 出産青児一時金等繰入金、財政安定

化支援事業繰入金までは法定繰八で そ の他‐般会計繰入金が法定外の繰入です。

①保険基盤安定爆入金

軽減分は 低 所得者層の保険料をと定で軽減した場合に、その軽減部分を県が4

分の3ぅ町が4分 の1痛填するものですも

支援分は、揺滋対象の紋保険者数に応じて、平均保険料の一定割合を公費 (国2

分の1、県が4分 の1)で 支接するものです。



O既 員給与費等

人件費のほか 国 保章務経費等が合まれます。 24年 度はヨンビ=収 綺を実施す

るための費用を見込んでいます。

O出 産吉児一時金車繰入金

歳出の出産吉児一時金の3分 の2を繰 り入れるものです。

①財政安定化支援事業繰入金

低所律者や高齢者が多いなど、保険者たる市町オすの責めに帰することができない理

由による日保財Itへの影響を勘案して算定した額を国が変付税措置で補助し、係る

費用を繰 り入れるものです。

Oそ の他一般会計繰入金

保険料の額を算定する陳 歳 出の医療給付費に対して 国 産や県費 支 払基金変付

金等の歳入を差し引いて足りない部分を保険料で賄いますが 医療給付費や後効支

捜金 r「窪納付全は年々増力Dをしております。保険料の大幅な上昇を抑制するため

にその他繰入金を計上しています。

基金繰入金
一般会計の予算編成も大変厳 しい状況から 日 保財政運営のため 目 保財政調整

基金の活用をすることといたしました。

8 繰 越金

前年度のからの繰越金です。

そのほか 歳 入には、延識金、第二者納付全 返 納金 指 定公費負担医療立着金

証明手数料等があります。

<歳  出 >

1 総 務費

総務費の内容は、人■費などの国保運営章業事務経費のほか、国保道合会への負

担金や共同電算委託料 康 繰供収費などが合まれます

2 保 険給付牽

いわゆる 「医療費」に当たるもので 歳 出全■の約 70%が 保険給付貫です

技保険者の高齢化や医療技術の向上により 年 々医宏費は増えてきています。



O療 求晴費                        1

家奏お付費は、医療機関に現筋お付される医療束で、外来、入院、お科、日剤費用

などがありまえ 索養業は(現 金治付の部分で主にあんま は ,な どやコルセット

などの活療業員の代金、また、被保険者正を提示せデ受僚した際の結付などであ     '

O詣 額療我カ  ー

世廿ごとに決められた眼度額を超えて校保険者が支払つた医療束の一部を支結する

ものです。申持により支絡しますが、町では月ごとに計算し、藤当者した綾保険者

に通知していま汽

O両 額 介 輩合算疎養費

21年 度から開始され、医療分と分連保険の自己負担分の合計で判定するものです。

O出 産吉児―時金

支結額は 21年 10月 より、少子化対策として42万 円に引き上げられています。

O移 送束

Aを 、疾lla等により移動が困難な忠者が、医師の指示により移送されたお合の費用

精なを行うものであ

3 老 人俣ほ趣出金

を人保体制度は平成 20年 度から慶止となり、過誤調整事の精算分のみとなつてい

ます。                     1

4 介 蔭納付金

国から全国の保険を共通のHIIが 示され、40歳 から64競 の被保険者鞍に応 じて

納付する介態保険制度に対する納付金です。

5 後 期高い者支獲金等

老人保体制度に変わり創撰きれた、後翔高い者医療制度への文trsぃです。介懐約付

金と同様に、全国平均の計算係数により京優金の額が算定されます。

6 前 甥活齢者納代ヽ 等

後翔おい者支援金等と同じく、「市齢者の医療の確保に関すると体Jで 規定された

もので、各保険者の加入苦の,ち、35競 以上の前獅高嫌者の割合が大きい保険者は

交付金を受け、小さぃ保険者は納付金を払うことになりまえ 高齢者の力D入割合が多

い市町村田保は変付金を受けることになり歳入で変付金を見込んでいます。

麦付金を受けていながら納付金を4Aうのは、過大な納付金になる保険者の、その過大

になった部分を全保険をで歓分し紳付するためて、受け取る交付金と相殺されないた

め農出科目に81■してあります。



7 共 同事業拠出金

国民健EIR険 団体連合会が、事業主体となって実施している、高額医療費共同事業

と保険財政共同安留 ヒ事業への拠出金が三なものです。

高額医療費共同事業は、1作 80ア 円以上の高額な医療費め59%を 市町村の拠出金

で交付し 国及び県でも市町村拠出金の4分の1に担当する額を負担しまれ
・     保 険財政共同安忠 ヒ事業は 1件 30万 円以上の医療費のうち、8万円を超え80万

円までの部分の59%を 変付金で交付されま丸

8 保 驚事業費

①保障術生普及策   ―

制度広報費は、国保制度の周知のための費用で、広報資料、エイズバンフレット、

ジェネツック薬品パンフレット等の購入茉です。また 区 凍費通知を年6回 今 年

度新規としてジェネツンク医療費差額通知を牢2回送付予定としており こ の郵送

料も計上しています。

〇特定健康診査 保 健指導事業費

20年 度から始まった特定篤康診査 指 定保健指導に係る費用は 受 診宰害を見込

み算定していまえ

9 基 金績立金

国保事業安定のための財チ調整基金への積立金です。

10 公 債費
一時的な資金不足となった場合に、金融機関から借入をする際の利魯であ

11 語 文出金

①一般被保険者過年度保険料軸寸全

前年度の日付まで遡って資培を黄失した時などに還付となる保険料の予算で曳

O指 定公費負担医療立替金

70歳 以上の校保険者については、法律上2割負担ですが、国の負担で1割 として

いるため、現全浴付となった場合に い ったん保険者が負担するための予算です。な

お、指定公策負担医療立誉査の財源は、指定公費負担医療立害交lteと して同額が計

上されています。

12 予 備費

医療費等の歳出額は推計であり 急 激な医療費高騰時年に穂えるものです。ある程

度の予備費は確保したいが、保険料に影響するため考慮して算定しま丸



中24愚八巌と 売当―境め歳入 虚出
出入

2S■産当41予算額 葱 増接割合

国民ほ営康保険科 I S42 001 000円 1387122000円 △40011000コ △″叫

1 387 042 000円 1448191000円 ●61 140 0∞ コ △4 ″斉

1 310 142 000n 140,691000円 い 014D口 "ヽ △5叫

医 911738000日 057o99000円 △41い 0印 "口 △433X

307 357 000日 02口IS3 000円 △21,060"n AO″ イ

07 047 000日 113 745 000Pl △16田 BO"口 △1 4朝

分 '0 900 0008 476∞ 000円 233100コ ロ 40"イ

医 Ⅲ  300 000日 12 6m ooo円 い 0∞ 0コロ 10 1は

15 000 000円 109∞ OpOPl 41000"ロ ,7 6J斉

O SS0 000日 0 9∞ 00 0円 2,∞ 0"ロ 1023斉

退 155 019 000日 111 001 000円 16 01g u"ロ II S郁

現年 156 610 000日 107 201 000Pl 1611る 0"日 11 叫

医 93 317 000日 81 100 000ロ 12,270■ 日 14 車

32 716 000円 101m mO円 2012印 "口 s ttFF

27 586 000日 " 0ヤ  い 0円 1“ 0口 "口 o olFF

浦 分 1知 0000日 1 '00 Ⅲ O円 △000口 "口 △ 17苺 斉

医療 1000000日 1100い 0, △100け "円 △o ぃ Ft

200000円 “00110P3 △200口 "円 △100X

200 000円 抑 O mO円 0日 阿額

国鹿 出金 862 570 000円 い4 0SS mO円 △72 0SS O力 円 △イ,IX

703 501 000円 07】314∞ 0円 △77 gll mO円 △0 10rF

医療費共同 29 660 0m円 26“ eS 00o円 4 042 Ⅲ O円 lS OlrF

建診 保 健指導負担 0 25る 000円 s OⅢ  mo円 2 440 mO円 06 71rF

調 30 260 000円 00 0る  000円 104 的 円 011区

通 調 30 000 000円 00 000 000円 0ロ 向類

〕摘整麦付金 269000円 76000円 10“ "0白 210 口 "

出産育児
一時金補助金 10000円 100 000円 △000 Ⅲ O日 △08 01"

茨撲給付費等交付金 322251000円 320 7W 000円 I n9 mO円 04・メ

前期高齢首交l■e 1404164000円 129909p000円 I“ 255 mOPJ 8 1は

県文L宮金 J。 コむ。ロ 160 100 pOつ円 17 877 mO円 3 1 1朝

高額 医療費共同事業負担金 20 530 000円 01466000円 4 042 ∞ OPJ 1 1 G草

9 258 000日 0111000P3 2 449∞ 0円 01 7車

型 ,2神 000Pl 150 184 000日 11 40S mOPJ 3と 0単

暗通調整交付金 177 416 000日 巾' 的 6 000円 る0230的 OPl 28 0車

時房"嗣霊変付金 24 864 000円 Ⅲ 2的 000円 11 1苺 00CPI 06 0い

共同ヨr業交付金 463 402 000円 521 345 000円 △|'041 000PI △ 11 11栄

高額 乖 衰耐金 00 054 000円 99 弘 2 000円 △eo的 ooo円 △こ0い

印 安定化夏権 372 448 010円 421 “03 000日 △“0い 000円 △11 02時

剰子及び配当金 10 000円 10 ∞ 0ロ 0コ 同憲

線入畜 476 104 000円 416 210 ∞ 0円 59 "g 。 。0円 14 3勇

入 428 694 000円 416 206 mO円 12400印 "円 ″0韓

八 130862000円 11551g∞ 。円 IS ,4“ Om口 II あ

分 100 5'2 000円 10 7取  000円 10 BIB印コロ 12唖 昭

る0 200 000円 20 7位  OCO円 “ 126 的 口 1757"

職 員 07 666 000日 03 222 000円 “ 406 mO日 4 7 は

出産一 25 ,60 000円 26 匁 0 000円 △4でO mO日 △1伸 X

化 16 720 000日 lS,27000円 000 的 0円 6 01"

そのl II繰入 167 604 000円 1い  570 000円 △, eel ∞ o回 △4 ,|“

金 譲 入 47 500 000日 0円 “7 000 000H 材疑

繰越金 20 000 000日 10000000日 Jo om oooH !00 0転

諸収, 1195000円 044000円 651 000PI 85 1い

一般延 500 000円 100p。日 4印 ∞0円 4 000 0い

鵡 1000円 1 000ロ 0円 同額

j子 1000円 l Ⅲo円 OPI 同額

入 613000円 51 2∞0円 1000円 工 2 い

一般第二 500 000円 ち00 000円 0円 同類

1000円 1∞ oP3 0コ 同頼

一般返紳金 10 000日 10000円 0口 向頼

退顧直酪金       i 1 000Pl 1000ロ 0円 口額

を健拠出金返越 1 000日 p円 i " 0円 新班

公費負担医療立替交付金 la0 000日 120000円 的 ∞OPS 50 叫

証明手数 料 3 000日 0000円 0日 同額

歳入合計 5 002 007 000円 5272101000円 的 021 ∞ OPJ 1 14“



歳出

23年度当初予算類 菫額 増慨削査

総務j車 07 357 000日 03227000日 4 630 0価 口 407え

窪 74437000日 74 S31 000円 △虫 000円 △ 0 101

職員給与 65 159 000円 ∞ 41, m O円 4 743 000日 ヤ0革

国保通菅事業 3 592 000円 7 1ヤ mO日 さ4 265 0∞ 円 △S4 2苺

診療親邸共同電第委託 S331000円 S 003 0∞ 円 △17を000Pl △0 0頭

返合会負担金 36500C円 0150m円 0● D額

床 2301600o円 1 3 2 0 1 0∞円 4'24000■ 25範 は

会費 4●6 ooo日 “05000円 0日 同源

保険子宮付費 3 620 502 000円 1 0S1 208 000円 △ 07060m口 △ 1 11斉

諾 3 2口  775 000日 3 219 978 000P3 △夕03m対 日 △001イ
一般療養絡付費 2 102 708 000日 2115705000円 △10070∞ 日 否0 11“

返職療窪溶付 273 464 000同 277967的 0円 △4S03000日 △16第
一

般療養費 ゴ)oo6 ooo円 4 1 0 0 1∞ 0円 6 511 000日 1325“

退穂療養費 “ 120000円 2 270 000Pl 1 区4 000円 8102韓

審査支払手数料 11927000円 119“70∞ 日 △つ0 000Pr 否● 1?略

高額 e55865000円 104 798 0∞ 円 △01 "1 000コ △0 1毎
一般高額療 319 956 000円 1510ウ 000円 △“ 1010い 口 △0 01イ

退穣高練療養費 35900000円 “3 7eS 000円 ム,027■ t口 △17 00Ⅲ

高額 介 顧合 1200000円 1 200 000P3 0円 同類

=磐 高額分離合算雰費空 1 000 000日 1 000 0∞ 円 0日 同類

退職高額介麓合算療 200 000日 200∞ 0円 0日 同類

2 000n 2 0 m円 0円 同績

=聖 2ど箕 1 ↓00日 1 0∞ 日 O F 伺転

返職移送費 1 000円 1 000Pl 0コ D販

出産育児驚 eS 660 000円 “0 320 000P3 △1 110 000コ △ 4 12k

鋳 6 00o ooo円 5 000 000円 0日 向額

を人' 確拠は全 01000円 074 0"円 ▲0“33m口 な01 71X

看態 に沫寮鈍 出金 J1000日 030000円 △33■000円 A09 7い

老健事務雰拠出全 30 000円 3 6∞ o日 △●000PJ △1667晴

オ緩納付金 271 044 000日 2 5 , 6 0 1  oⅢ円 13 378 000円 5 1邸

後期高齢者支強金等 720 931 000ロ 071 8Ⅲ  Om円 49 127 000四 731Ⅲ

後 翔 高 師 香 東 捜 金 720 877 000円 071603000円 49 1β 4 000コ 732イ

車 牽 寮 処 H金 54000円 "000円 △II n"口 イゝモ6 02χ

病床転換夏接金 (章季費合む) 0円 46 ooOコ △46 0m口 A100 00"

前朔高齢者細付金 66ア 000円 1 90 0∞ 円 △1 032 111PJ △65 5い

副翔 高師 君 紳 付 金 814000円 10B4∞ 0円 △】01,000円 △51 7軒

前翔 高廊看関fr事務策興出金 m 000日 05 000円 △1を 000同 △ 114邸

共 1司= 葉 拠 出奎 561 517 000日 1415S9001円 lS 取 1 000, 2 02い

n額 に凍 策 拠 出金 や 00円 101912000円 101'i000n J1 01イ

その他共同事業処出金 (年金) 3000ロ 3 000円 0円 同類

堡盤塑要共 ヨ安定化事案拠u金  1    443391000円 4“3 614 000P3 △223コ コロ △ 0 0車

l F磨コ薬費                :      Bo so5 000円 103“ 0∞ OP3 g S4' 000日 01 4打

保 健 電生督及策 1      l SIS 000日 1 “01∞ 0円 “ 00 0日 10韓

制度広報 205 00o円 2通 OⅢ円 △1コ000Pj △1 0い

に塚 費連知 ■ 610000回 1 2 1 3 0∞ 円 !00 000Pl 0 々̀ 斉

時 定 護 診査等事集費 Se 377 000日 2101S000円 0462000日 12 ,2"

庁 定健 康 診 査 事 葉 賃 38 095 000円 28603000"| 0462n"口 sa oljI

保億指導事業費 282000円 2 0 2  ωO P J I 1口 司額
基とを立金             1        l o  o o O円 lq∞ 0円 | 0円 司頼

企蜜費 (借八金利息) 000000円 100000円 | 0日 司頼

語 京 と金              :      4 0 5 3 0 0 0円 13や 0∞円| 1 610 000FII 401駆
―

敗 通 付 金 4 5抑  ooo日 る0 2 p。。0円 | 1100000円 | 【067イ

ビ聴建付金          1      251 ooo円 201000円 | 6o om口 | 24 1g"

味裕 4弾 金 返 湘 金 1         1000円 1000円 | 0円 |ヨ額

味奏交付金連抑金 1000円 1∞ 0回| 。口十a額
情定公共負担医療立請金 1             110 000日 120000円 | |,000Pjl 60 0い

15 的 0 000円予備費 ,00o ooo円 | B mo oooPll 11“2韓

強出合計 〔 0 332 907 000日 12,21口 6 ooo円 | 的 口,価 0コ| 1 14"

蔵入合計 5 032 907 000円

歳は合計 5 002 907 000円

差 し引き OPH
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資料  3

一部負担全lFpt免要綱 (笑)に ついて



勲 ‖町国民健康保険一部負担金の反免及び傲収猶予取扱要綱 (髪)

(題旨)

第 1条  こ の要欄Ⅲま 国 民健康保険法 (昭和 33年 法律第 192号 。以下 「法」という。)

第44条 第 1項の規定により 町 が行う国民健康保険一部負担金 (以下 「―都負担釜J

という。)の 減額、免捺及び歓収箔予 (以下 「腺免等Jと いう。)の 取扱いについて

必要な事項を定めるものとする。

(用語)

第 2条  こ の要綱において 次 の各号に掲げる用語の意発は 当 該各号に定めるところに

よる

(1) 実 収月額とは 生 活保護法 (昭和25年 法律第 144号 )の 規定による保護の要

否判定に帰いられる収入認定額をいう。

(2) 基 準生活費とは 一 時扶助を除く生活保護法による保護の基準 (昭和 38年 厚生

労働省告示第 168号 )に 規定する生活扶助基準額 教 育扶助差弾額 住 宅扶助窪

弾額より算出した合算額をいう。

(3) 一 部負狙金所要額とは 当 該鶴嘉及び負儀につき 当 該医療機関幸に支払うべ=
一部負担金の額及び見込まれる一部負担金の額をいう。ただし 憲 養費は対象外と

するも

(他法絶制度の活用)

第3条  他 の法律や制度の適用を受けることによリ ー 部負担金の頭免等の指置を受けな

くても済むと推定されるときは 町 長は先ずその活用を図るように指導しなけれはなら

ない。

2 -部 負担金の滋免等を受けようとする者は 前 項の指導に従わなけれはなうない 従

わないときは、町長は申請を不承認とすることができる。

(対象)

第4条  一 部負担金の源免等の対象は 世 帯主 (策制世常主を合む。)及 び彼保険者 (以

下 「世常Jと いうも)が  次 の各号のいずれかに弦当したことにより 当 核世特の生活

が困豪し 一 部負担金の支払いが困難と認められる世帯とする。

(1) 震 災 風 水害 火 災その他これらに類する災害により死亡し 障 害者となり 居

住する家屋が半壊以上苦しくは半焼以上の損害を受け 又 は生活の本拠となる資産

についてこれに準する壁大な損害を受けたとき。

(2) 干 ばつ 冷 書 凍 霜害等による農作物の不作 不 漁その他これらに類する理由に

より収入が著しく減少したとき。

(3) 奪 葵又ほ業務の体廃止 失 業等により 収 入が著しく減少したとき。

(4) 前 各号に掲げる事由に類する事芭があったとき。

1



(減額)

第5条  一 部負担金の藤額は 前 条第 1項第 2号 から第4号 に該当する世帯であって 決

の各号のいずれにも該当するときに行うことができる。

(1) 当 該世帯の実収月額合計が 基 準生活費に 115パ ーセントを案じて得た額を超

え か つ 基 準生活費の130パ ーセントを案して得た額以下のとき。

(2) 預 席金の額が基準生活喪の3箇 月以下のとき。

2 前 項において減額割合は 減 額の対象となる一部負担金の2割  4割 、6割  8割 の

いずれかとし そ の算定は当該世帯の実収月額と窪弾生活費及び一部負担金所軍額から

次の算定式奪により行う。この場合において 医 療費充当額が一部負担金所要額以上で

ある場合は 減 額の対象としない

(1) 実 収月額― (基準生活費Xl 15)=医 療費充当額

(2) 一 部負担金所要額―医療費充当額=一 部負担金減額金額

(3) 一 部負担金減額金額■一部負担金所要額‐一部負担金算定蕨額割合

3 -部 負担金の減額は 前 預の規定により算出された一部負担金算定減額割合により次

装のとおう演額割合を一部負担金に乗じて停た額とする。

一部負担金算定蕨額割合 一部負担金の演額割合

40%木 機 2割

40%以 上 60%未 満 4割

611%以 上80%未 満 6割

8 0 %以 上 8割

(免除)

第6条  一 部負担金の免除は 次 の各号のいずれかに該当するときに行うことができる。

(1)第 4条 第 1項 第 1号に該当したと書6

(2) 第 4条 第 1環 第2号 から第4号 に該当し 当 骸世帯の実収月額合計が窪準生活費

に115パ ーセントを乗じて得た額以下であ,て  預 貯金の額が基準生活費の3簡 月以

下のと言

(徴収猶予)

第7条  一 部負担金の額収猶予は 前 2姿 に該当する世格であって 次 の各号のいすれか

に該当するときに行うことができる。

(1) 決 条第4項 に定める徴収猶予すべき期間内に収入が生ずることが確実であるが(

現在一部負担金の支払いが困難なとき

(2)顔 病が治抵又は軽供にこれば資力が回復し 一 部長担金の段収が可能であるとき。

(期間)

第8条  演 免等の期間は暦月を単位とし 減 免等のHlt始日力場 の途中であっても当該月を

1'と 算定し 臓 免等の最終日は当該期間終了月の末日とする。

2 -部 負担金の減額及び免除の期間は申話月を合めて12月 につき3月 以内とする。
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3 前 項の規定にかかわらず同一事由により当該期間を超えて減額または免除の必要があ

ると町長が認める場合は 当 該世帝主の申話に基づきさらに3月 以内の期間を限度とし

て廷長することができる。

4 -部 負担金の徴収猶予の期間は3月 以内の一部負担金所要額について 6月 以内の期

間を隈,て 行うものとする。

(申結)

第9案  一 部負担金の演免等を受けようとする世帯三は、あらかじめ町長に対し r一部負

担金減額 免 除・徴収猶予申請書J(第 1号様式)及 び 「同意密J(第 2号 様式)に 必

要事項を重域のうえ 次 に網げる申IISの理由を証明する書類を添付して提出しなければ

ならない

2 前 項の理由を証明する書類は、次に掲げるものとする。

(1) 第 4察 第 1項第 1号 に該当する場合にあっては り 災証明害等

(2) 第 4条 第 1項第 2号 から第4号 に該当する場合にあっては 「収入申告書J(第

3号 様式)f露 質 問 代 地 代証明書J(第 4号 様式)「 資産申告書」(第5号 樺

式)及 びモの他町長が必要と認める書類

2 申 請は 事 前申話を原則とする。ただし 急 病その他案急やむを得ないと認められる

理由により あ らかしめ当該申請をすることができなかったときは 当 該申話をするこ

とができるに至った後 直 ちにこれを提出しなければならない。

(審査〉

第 10条  町 長は 申 請書を受理したときは そ の内容を審査し 必 要に応して法第 11

3条 の規定に基づき世帯主に対して文書その他の物件提出着しくは提示を命じ 又 は質

問を行うことができる。また 法 第 113条 の2の 規定に基づg資 産若しくは収入の状

況について官公署に対 し 必 要な資料の関覧若しくは資料の提供を水め、又は銀行 信

託会社その他の機関若しくは殺保険者の題用主その他の関係者に報告を求めることがで

きる。

2 前 項の規定において 世 常主及び校保険者が非協力的又は消極的であるため適確な審

査をすることが医難なときに1ま申請を不承認とすることができる。

(還知)

第 11条  町 長は 第 9案 の申請について 承 認 又 は承閣しない決定を行ったときは

「国民健康保険一部負狙金減額 免 藤 較 収槍予 承 認 不 承認決定通知書 (第6号

様式)に より世帯主に通知し 承 認したものについては 世 市主に対し 「一部負担金

減額 免 除 餃 収猶予証明奮 (以下 「証明書」という。)J(第 7号 様式)を 交付する。

証明きは 滅 免については 1月 ごとに発行し 承 認期間が2月 以上の場合には紅明

書番号1ま枝番を使用する。

2 前 項の証明害の交付を受けた者が 保 険医療機関又は保険薬局 (以下 「保険医療機関

等Jと いう。)に おいて震養の給付を受けようとするときは 被 保険者証挙に正明書

を添えて当該保険医療機関等に提出しなければならない。

う



(取り消し及び変更)

第 12案  町 長は 一 部負担金の減免等の措Eを 受けた世待が 次 の各号のいすれかに政

当したとさは 当 談決定を取り消し、又は漢更することができる。

(1) 資 力の回箕、その他の手情が変化したことによう 一 苺負担金の競免事の措Eを

行うことが不適当であると認められると書 又 は張先等め決定内答を変更する必要

があると認められるとき。

(2) 一 苺負担との掬入を不当に免れようとする行為があったと露められるとき.

(3) お り、その能不正の手段によリー部A狙 金の様免等の箔置を受けたとを。

2 町 長は 前 項の規定によリー都負担金の璃免中の決定を取り消し、又は変王したとき

は、世行主及J保 険E療 機関年にモの'を 通匁 (第3号 練式及び第9号 様式)し  支

払いを免れた一部負担金を当譲世帝主から確収するものとする。

附月サ

この要"は  平 成24年 4月 1日からお行する。
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第1号摩式 (第9条関係)

減  額
一 部 負 担 金 克 除 申 請 を

徴収猶予

年   月    日

寒"町 長

申摘者 芭   所

(世竹主)氏   名             印

電話番号

次のとおり関係毒煩を添えて申船します。

せ帯の状5E

氏   名
亡科室との

観柄
生年'日

職策

〈勤務先)

世帝主 年 月  日

年 月  日

年 月  日

年 月 日

年 月 日

広免尊を受け

ようとする理

由

1



第2号様式 (第9条関係)

寒"i町長

書意同

所tE

月年 日

申席者氏名

(世帝主氏名)

印

実川町国民麿康保険一部A担 金の波碩、免除又は歓収猶予の決定又はこれら

の猪置の実施のために必要があるときは、私の世行の資窪及び収入につき、寒

川町が官公暑l‐調査を嘱託し、又は銀行、情8t会社、私の恵主その他の関係人

(以下 『銀行尊Jと いう。)に 報告を求めることに同意します。

また、寒"1町の調査嘱託又は報告要求に対 し、官公署又は銀行事が報告する

ことについて、私が同を している旨を官公暑又は銀行奪に伝えても構いません。

同意するヨ室等

預府金調査、生命保険調査、躍祝所打田査、題用発調査、年金 給 付等調査、

その他(                             )
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第3号様式 (第9条関係)

(表)

収 入 申 告 書

寒川町長

年   月    日

印

申請者  住 所

〈世常=) 氏 名

私の世市の収入の内訳は、次のとおり相遣ありません。

1 勘 いて得た収入  〈 有    無  )

収入りある

者の氏名

仕事内苺

勤務克名尊

収入の

種 類

取入の憲尊 (日)

項  目
当月分

(見込)

草席月前3月 分

月 分 月分 月分

収入額

必要経費り憲

必要経費の内容

競労B救

収入額

遂葺経費り額

あ要経費o内 磨

航労日致

収入転

必要窪受り額

必要経費0内 摩

就身日転

収入額

必要経費の額

2要 極安り内容

就身日萩

収入額

必要題資の額

レ要窪東り内容

就労日弦

3



2 年 金、字当等による収入

く豪)

く有

4

無

取人のある者

の氏名
取入りB鎮

は入の額奪 て白)

旨汚分

(受込〕

0薄 月前3月分

月分 月分 '分

3 そ の他の収入 有

収入り8恵 収入う内彗

は入の類時 (同)

当方分

(,な)

や嘉月前3万分

現 分 月分 月分

生奇保険り略付金

財産収入 (不うと

り費費恰常や)

と速り

その砲

岳

"考

1 「 1 白 いて得た収入J「 2 年 金 手 首与によるは入J ttVr 13 そ の他の収入」は は 当す

る収入=と にその有練について0で 日″ `収 入の内害について必要事項を配入してください。

2 11 的 いて得た収入Jり 「収入り恵慎Jは  お 与 口た 内 職 虫 浜 Ⅲ 泉与め取人の自衛ご

とに向入してください。

3 「 1 ■ ヽヽ【得た収入」の i嬢 甚費の傾Jの日には 4R入 を得るために″要ら受る, 材 縮

仕入代 と な保hal● 的 建ョセ白入してください

4 「 2 年 と、手当やによ 取ヽ人Jの 「収入08HJは  国 民年金 浮 生年4 8袴 、兄i手 当

,よ歓費字当 中 別えま峡換孝当、高層侵験 ● 舟手当査等の収入のほ頼ごとに砲入してください.

S 配 寂内をどtな どれないを合は 森 白t窟 入す0, 劇 紙t配 なしてください.Blほ t宜 収した

■合は こ の中書々に訴付してくださいと

6 は 人ごとに、収入を泣瞬する■親 (階与明佃■、4槽 支払遠知●尊)を ″すこの申告書(離 付し

て(だ さい.ぷ tす る●頼は モ リ写しも■とします。

7 -蔀 A担 とのIR口 党 除スは承取猶予の決定スは実おのためZ要 があうとき1ま 口 氏に臨保険ま

材113楽 の2の角庭にとす言 日 係発ヘロとすることどう,こキ

3 ■ 0そのは不工を行おにより、一おA担 0り ま額 寛 藤ヌは敏取由予セ受けた■● 口 晨によ保

段法な05疾 "1項 の凝定により、支4rセ角れた一淳Aね 0の 類の全喜又,一 とをほぼす0こ とが

あり,,.



第4号様式 (第9条関係)

家賃 間 代 ,地代証明書

寒川町長

上記のとお り証明します。

申請者 と  所

く世荷主)氏  名

年   月    日

印

印

証  明  者  住 所

〈室主又は地主)氏 名

家屋 主 絶等を

借りている者

住  所

氏   名 居住人数
人

物件の所在

種別
倍家

その絶

借間 アパ_ト 公営住宅 倍地

( )

寮賃等め額 月類   年 額 日 (公益費を廃く。)

譲 考 章 項

(貸与条件 寮 家等の支払状況その他の特記事項をご記入ください。)

く注意事項)

この証明をは 国 民健康保険一部負担金演額 免 除 歓 収猶予申請をめ添付書類

として 世 帯主が割 ‖町長に対し提出するものです。

票賀 地 代通梅 賃貸借契約書等により寮質等の現在の状況が確認できる場合は

紅明者 (家主又は地主)の 証明を省略し 本 証明書を鍵出できる場合があります。

‐5‐

年   月    日



第5,様 式 〈第9条 関係)

資 産 申 告 書

年   月    日

寒川町長

申請者 住 所

|       (世 帯主う氏名          印

年   月    日 現在の私の世特の資産の保有状況は、次の

とおり相進ありません。

現   全

(有   承 )
円

預 帯  0

(有   無 )

金顧機盟名 本 支 店名 口座宙頼 日産番号 口と名壌大 残高 く日)

贈考

1 記 親内容が書ききれない場合は 余 白に記入するか 別 紙に記黛してください。別

紙ヒ記職した場合は こ の申告書に添付してくださいさ

2 預 貯金については、記強内容が確認できる書類 (通ほ尊)を 必すこの申告書に添付

してください。添付する書類は モ め写しも可とします。

3 -部 負担金の巌額 免 除又は敏収猶予の決定又1ま実能のため必要があると|は 国

民健康保険法第 113条 の2の規定に豊づき 申 係先へ調査することがあります。

4 あ りその他不正な行為によリ ー部負担金の顔鞭、先除又は徴収猶予を受けた場合

国民健康保険浩衛65案 第 1項の規定により 支 払を免れた一部負担金の額の全部又

は一部を餃収することがあります。

6‐



第6号様式 (第11条 関係)

(世行主名)

■

第 号

日月

様

寒川町長 * 印

国民健康保険一部負担全

減  額

免  際

徴収猶予

承 認

不承認

決定通知善

あなたから 年 月

減  額

日付で申詰のありました一部負担金 免   除

徴収猶予

について 次 のとおり決定しましたので 通 知します。

決定区分

□ 承  認

適用区分 □減額 (  割 )  □ 免 除    □ 徴収猶予

適用期間
月

月

午

年

国から

日まで

□ 不 承認 理   由

一
部負担金減額 Ft除  徴 収猶予証I15書(以下 「証明きJと いう。)は  医 療機関ごと

の技付となります。別の医療機関を受診する際には 一 部負担金の支払の前に 必 ず証明

書の交付を受けてください。

つき正当な理由があるとき。

この通知に不明な点がありましたら

この決定に不服があるときは 通知書を受け取った日の翌日から超算して60日 以内に

神奈川県国民健康保険審査会に害査を請求することができます。

審査請求に対する毅決になお不服があるとき|ま 裁 決書を受け取った日の翌日から起算

して6か 月以内に妻川町を被告として処分の取り消しの孫えを提起することができます。

ただし 次 のいずれかの場合には審査請求に対する裁決を経ないで訴えを起こすことが

できます。O審 査請求をした日から3か月を経過しても裁決がないとき ② 処分の執行に

より生する著しい損害を透けるため賢急の必要があるとを ③ その他裁決を経ないことに

「
―
―

コ

合

空

０

金年険保

ｒ
‐
‐
」
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第7号 様式 (第11条 関係)

減  額
一 部 負 担 金 免 除 証 明 書

徴収猶予

被保険者

記号番号 *******

露費の給付を受ける者

の氏名

生年月日

住 所

世荷主名

世行主との続相

傷病名 発病又は負傷年月日

適用区分 □ 減 額 ( 剖) □免 除 □微収猶予

適用期間 年 月 日か ら 年 月 日まで

上記のとお り証現する。

年   月    日

寒川町長 * * * *  公 印

(保険医療機関名)   様

問い合わせ先

案川町保険年金課

電話 0467-74-1111

【注意事項】

統保険者の方に

1 診 fFを受ける際 こ の証明書をあらかしめ保険医療機関に提出してください。

2 こ の証明書は暦月ごとに1枚発行されます。

保険医療機関等の方に

1 院 外処方の場合は 処 方饗にこの紐明密の写しを添付してください。

保険薫局では 調 剤報酬明組書にその写しを添付します。

2 診 盛 (調剤)報 酬明細書を提出する際に 診 露 (調剤)報 酬明細書の一部負

担金櫛に該当事項を記入し 本 証明書を添付してください。

8



第3号 様式 (第12条 88孫)

(世常主名)

第    号

年    月     日

(世竹主用)

様

寒川町長 * ネ  * *  印

演  額            変 更
一部負担金 免   除  の措置を下組のとおり    す ることに決定しましたので通

徴収猶予           取 消

知します。

ほ  額

すでに支付してあります国民使蜂保険一部央姐金 免   除  81E明をは以後 無 効とな

接収猶予

う使用できません。

彼保険者妊

霊号 番 号 Ⅲ H r卓Ⅲ X卓 Ⅲ

一部負担金

の割合 *ネ 配

蕪奏の結付

を受ける者

ききに承認

した技領

免除、歓叔

着予の内容

ヨ合 窮 問

卸 年 月 Bか ら

月間

変更、取消

の内容

理  由

摘 要

畑
　

　

朋
　

　

抱

途

　

　

　

、ｌ

Ｉ
Ｉ

刊

加

　

　

か
　
　

す

書
　
　
　
　
　
　
―

奈

　

　

０
　

　

ま

鎮
　
　
　
　
凛
　
１

神
一　
　
　
て
　
　
　
ま
　
い
　
　
　
　
　
０
　
１

民
　

　

内

　
　

を

，

‐0



第9号 穂式 (第12条 関係)

(保険医療機関争用)

第    号

年   月    日

所在地

名 称

被保険者証

記号 審 母 本 Ⅲ 本 Ⅲ “ * Ⅲ

一
部負担金

の割合 米来割

療養の給付

を受ける者

ききに承認

した演額

免除 徴 収

猶予の内容

割 合 期間

割 年 月 自から

月間

今 回 の 変

更 取 消の

内容

理  由

摘 要

穏

寒川町長  ネ  * * *  印

減  額            変 更
一部負担金 免   除  の 緒置を下記のとおり    す ることに米定しましたので遷

機収猶予            取 消

知します。

減  額

すでに交付してあります国民健康保険一部負担金 免   除  証 明密1ま以後 無 幼とな

徴収猶予

り使用できません。

「
―
―
―
―

リ

ヽ
ャきだノ

ヽせわ合い問
　
　
　
　
１

お
　
　
　
　
１

に
　
　
課

１

課
　
　
金

１

金
　
　
年
　
一

年
　
　
険

４

険
　
　
０
バ
７

保
　
　
町
　
一

川

７

は
　
　
室
今
６

合
　
　
　
　
４

場
　
　
当

０

る
　
　
担

あ
　
　
務

話

が
　
　
事

電

等

　

，―
―
―
ヽ

点を明不ヤ
ヽ

てｌ
Ｙつ）

）
定決のこ
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資料 4

国民健康保険料の不納欠損について



平成 23年 度国民健康保険料の不納欠損処分 について

国民健康保険料は 負 担能力に応じて臓課しており、世持の日保加入

状況とFT得状況によつて計算しているため、全ての世常に賦謀が発生し

ています。国保加入者は 自 営業や無職の人などが多くカロ入しており☆気低

迷が統くなか 保 険村の期付が南るをも多くなっています。

その対応として、滞ln者への電話催合、日座勧奨 夜 間 休 日の活総

整理や船付神設窓日の設置を行い、暮質な滞納者に対しては資格証の変

付や差押等の結約処分を実施しています。

また 今 年度から徴収ア ドバイザーの指導により滞約整理の方法をよ

り効果的なものへ変更し、高額滞納者を中心に具体的な滞納処分を検討

し、実施 しています。これまでも滞納者の生活状況 負 担能力を判断し

滞納整理を行つていましたが ア ドバイザーの指導もあり よ り詳細な

状況を把握 整 理いたしました。それにより 市 約者の納付資力の有無

について整理し、資力のある滞約者については 強 制執行を行い 資 力

のない薄納者については、執行停止と同様に適正な形で欠損処分を行う

こととなりました。

今後は、滞約者の状況を把握した上で 資 力に応 じた強制執行および

執行停止処分を行い滞納保険料を整理していきます。しかし、日保の保

険料の時効は (徴収権の消滅)は 2年 であり、上記のように資力のない

滞納者については 滞 納処分もできないため執行停止とした上で、不納

久損を行つていくこととなります。

今年度分の不純欠損の内容は下記のとおりです。

世常数 1)169世 帝

金額 163. 593 376円

「
ェ



齢 擦態顕定額 不統欠損額の推移

年度 時納繰題輌定額(円) 内訳
現年分

不捕矢損類 日)
締輸繰越分

平成 18年 度 450 7拘  362

173ぅ878 532

94,799 399
276 900 830

平成19年 度 々 2,975,379

157,191,333

91ぅ078,224

315,784,046

平成20年 度 好 2 811 903

151,358 207

98 039 605
321,4531696

平成21年 度 497 472 311

176 338 222
98,902 862

320634 089

平成 22年 度 478 796,615
146 081 084

118 189,305

332 715 531

2



収納率を上げるための取り組み

1 悪貸滞納者への対応

資格証明言 短 期証の変t

平成 13年 度より法により義務イヒされ 1年 間特別な理由もなく保険料

を滞納している者に対しては 資 格証明書を奈付しています。また、有効

期間が短い証 (短期証)を 変付するこ!で、総付交渉を行い約付を促して

いま曳

(平成24年 1月末現在   資 を証明書 :169世 帯

短期証  1593世 符)

驚総処分の実施

所得や資産があるにも力ヽかわらず、保険料をお納している悪質なお神者

に対しては給与 預 金等の差押えを実施しています。

(平成24年 1月末現在   92件 )

2 総 付しやすい環境づくり

夜間及び休日納付窓口

滞納賢理強化のため 午 後7やまで覆間納付窓日を開設しています。ま

た休日純付相談窓白も設けて詢はしています。

電話等で連絡がとれない浦期をには、直安自宅を訪問し納付交渉も実施

していまれ

平成24年 度からヨンビニ収熱導入

金融機関や役場窓日は綿付できる時間が制限されるため、平成24年 6

月からヨンピニでも約付ができる予定です。

3 今 年度の滞納整理の状況

Ⅲア ドパイザーの指導による高額務船者への具体的な強制執行等の実抵

収約担当が新設され高額滞納=を 中心とした滞約整理を行い 国 保 高

節者医療担当の職員についても、初期の滞約者の発生を防ぐための窓日

対応の研修を実施 (窓日受付寓作成等)

生活状況を把握し 多 重債務者などについては住民協働担当と連携し弁
護士相談案内などを実施。

給与、預金等の従来行つていた差押に加え 過 払金差押などを実施

滞約者の資力状況を判断した上での執行停止処分実施予定

消約者の管理体市」強イヒ(来庁予定者の管理や分割納付状況の確認等)

3
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資料 5

そ の  他



◆資産胡座止によるシユ レギ カン
‐提示したシミュレーションの中より以下を使用
シミェレーション① ‐応能ヨと応養日の強分手は現行と=Iな し
シミュレーション0→ 茅ヶ崎市の被分率
シも レーション④ →康沢市の投分率
※上観シミュレーションをそれてれABOと する

i   ◆ 強分亭
所得笥 =産 罰 均等詢 平等割 応能倒 応養割

現行 52拓 31 23t i2略 CO時 40"

A 60町 研 28略 12町 0は 49村

B 55■ 0四 25町 2い 56常 45常

O 50粥 い 0駅
０
”

，
や 50打 5研

◆

所得割 邸 均 | 平 |

現行

医療分 606町 i900略 21500 17500

支援金分 200路 6範 常 7000 5700

分証分 1 60H 520町 7100 0000

A

医療分 7コijl 90は 21,09 17569

支援住分 233常 00い 6030 5156

介麗分 ,791 Od済 7,63 30,3

B

医療分 036Ⅲ om■ 19389 2,282

支援食分 2H■ 0∞ ■ 6240 9■20

介鐘分 1 6客 OH的■ 0413 6821

じ

医療分 5'付 OlkR 27137 21001

支援金分 1邸崩 03済 8738 ,0,0

介憲分 1481 0嚇 89'9 4986



◆所得階層別比較                  ‐

※所得区分については軽減基準FFl得の区分なので擬制世帯主の所得も合みます

X構 成率は保険村額合計から各所得晴層の保険料額計の割合です

※現行との基は 各比較項目数値 ― 現行数値 の値です

※1世帯当たりの負担増減については現行との差の数値を世行数て除した値で

合耕について tr現行との差を世帯数で除したほとなっています

◎Aと の比較

保険科額針

所得区分 世帯数 現行 A 常威尊 現行 との差 1せモJた ,の ハ画■に

末申告世補 666 裕 919 810 75 592 690 5 00岳 ▲ 3牙 1刻 A 492

所得無 10硝 29298590 21 193 950 1 40略 ▲ 8 104 64rJ ▲ 7697

100万円未満 13網 1研 689060 98 600 750 6 52け ▲ 90聞 310 ▲ 6591

lm万 円以上200万円未満 1905 319 W l10 318 856 900 21 07賂 A 740 210 ▲ 389

200万円以上300万円未満 11173 304■増 250 316 062 160 20 89晴 11 358 910 9 684

300万円以上400万円未満 6如 210 ●85 140 20 027 800 14 54, 96426m 15 067

400万円以上500万円未満 353 137測 670 141 225 780
≡
ｕ 33け 38冴 110 10 842

500万円以上600万円未満 2閉 8988H210 93 371 670 61船 3 9綾 4御 17 859

600万円以上700万円末商 1鍋 53 2加 440 54 589 700 361t 1 3櫛 2m 10 291

700万円以上800万円未満 112 3902250 40 280 610 2 66け 11聞 390 10 610

800万円以上900万円末薄 6 5 30 3銃 800 30 101 890 1 99晴 ▲ 234 910 ▲ 3 614

900万P3以上1000万円未平 43 17 901 650 18 139 640 1 20, 237 990 5 535

1000万円以上 155 85岬 5190 85 045 110 5 62け A 450 0抑 A 2 904

合計 7901 1 500 407 170 1 513 088 650 100 00け 12 681 4的 1 605



◎Bとの比較

保険科額計

所得区分 世席敏 現 行 B 構成軍 現行との差 lE普 曽た,OA担 ね抵

末申告せ帯 665 75 919 810 31 116 190 54跡 5 196 380 ? 314

所得無 1 053 29 298 590 24 671 260 1 65崎 ▲ 4 627 330 A 4 394

100万円未満 1 379 107 689 0m 104349冊 0 6 97" ▲ 3 339 260 ▲ 2 422

100万円以上200万円未満 1 905 319 597 110 320179800 21 39晴 576 690 的 3

如0万円以上300万円未満 1 173 e04 703 250 307 309 770 20 53町 2 606 520 2″ 2

300万円以上400万円未満 040 210 385 140 211 0" 940 1 4 1防 674 800 10弘

400万円以上500万日未満 353 137 398 Fjr0 134 401 500 8蜘 ▲ 29971約 ▲ 8491

500万円以上600万円未満 223 89 389 210 38 977 080 5 94“ ▲ 412130 ▲ 1 848

mO万 円ll上拘0万円未満 135 関 200 440 52 637 990 3 52' ▲ 6骸 540 ▲ 4 167

7∞万円以上800万円米構 112 39 092 250 39 847 480 2 66略 755 230 6 743

800万円以上900万円未満 65 30 336 800 29 ?59 950 19錦 ▲ 576850 ▲ 8 875

900万円以上1000万円ネ】 43 17 901 伍0 17966似 0 1刻 る 64 970 1 497

1000万円以上 155 85的 190 84 558 加0 5 65瞬 ▲ 備6 990 ▲ 6 045

合計 7 001 1 500 407 170 1 496 828 890 109 00略▲ 9m280 ▲ 63

⑤Cと の比較

保険料額計

所得区分 世帯数 現 行 C 構成専 現行との差 1せ低菫卜,のA旧 縛漂

末亭告世席 665 75919 810 85 703 980 5 7,転 9 7触 170 14 713

所得無 1 053 29 298 590 26 239 950 1 77略 ▲ 3 058 640 A2905

100万円未満 1 379 107 689 060 107640170 7 24晴 ▲ 48890 ▲ 35

100万円以上200万円未満 1 905 319 597 110 321 515 160 21 6掛 1 918 050 1 007

200万円以上300万円未満 1 173 304 打3 万0 303 393 M0 20 41輛 A 1 309 580 ▲ 1116

300万円以上400万円未満 640 210 385 140 206564t」00 13 89町▲ 3 820 210 ム 5 969

400万円以上500万円末補 353 1軒 39867 0 130 055 870 8 75寄 ▲ 7 342 800 ▲ 20 801

500万円以上600万円未満 223 櫛 389210 85 463 200 5 75略 ▲ 3 926 010 ▲ 17 605

600万円以上700万円来満 135 53 200 440 50 410 240 3 39町 ▲ 2 れ0 200 ▲ 20 668

T00万円以上800万円末椅 112 39 092 250 38 6塩 440 2 60け A 448 810 ▲ 4 007

800万円以上900万円未満 65 30掬 6800 29 474 850 1 98竹 ム 861 950 ▲ 13 261

900万円以上1000万円未村 43 17 901 650 17 599 030 1 1跡 ▲ 302 620 ▲ 7 038

1000万円以上 15S 85 495 190 S3 917 040 5師 ▲ 1570150 ム 10 1勒

合計 7 901 1511407170 1 486 621 530 loo m崎 ▲ 13 785 640 Alれ 5



●所得階層,u比較(資産割有世帯のみ)

※所得区分については軽榎基準所得の区分なので擬制世帯主の所得ヽ合みます

※構成率は保険料額合計から各所得隠肩の保険料額81の割合です

※現行との差は 各比較項目改値 ― 現行数値 の値です

Xlせ荷当たりの負担湾演(つ いては現行との差の歓値をせ帯数で際した値て

合計については現行との基を世帯敷て除した値となっています

◎Aと の比較
保践料標計

所得区分 世帝数 現 行 A 構成碁 現行との差 ,せt■ヽ)のAコ■に

来申告世帯 弱 勢 531 800 21【玉 030 2185 ▲ 1 78 770 ▲ 18 724

所得無 409 16 691 網 t498200 08酪 ム 81錦 210 ▲ 郷 032

Im万 円未満 ?泌 68 928 殉0 ヱ 926 180 5 815 ▲ ェェ0025郷 ▲ 15 218

lm万 円以上2∞万円未満 1 171 2211磁 切 21228ユ 190 21 2筋 ▲ 8 814 730 A■ 5跡

21万 円以上3∞万円未満 拘 I 202 7W 抑 20400,740 20!45B 1 218 350 1 738

300万円以上400万円未満 3tS 148 5い 040 151 5?2770 15 2隔 3 0研 730 77守

400万円以上5m万 円求満 216 1023析 御 102 41,290 102拓 31 520 146

500万円以上600万円未瀬 1如 61 562 抑 62442400 62筋 抑  560 73m

600万円以上7∞方円未満 打 41 651 れ0 41 99,220 4 21略 316 480 4鶴 5

700万円以上800万円末穏 4 1 26496〕 " 20032790 2納 こ研 290 2裕 i

800万円Ll上900万円未満 西 21獅 抑 20 586 370 20鋼 ▲ ■"990 ▲ 抑 郷

900万円tl■10m万 円来構 2 3 13E●81卸 13 479 750 13開 A l18 380 Aこ 1イ

1000万円以上 114 74!816中∞ 73 810 630 74ね ▲ 1 ∞6 170 ▲ ■8梵

合計 4 125 1 023 M 460 997 413 620 10000布 A2,財 ユ単0 ▲ 6材



◎Bとの比較

保抜料練計

所得区分 世帯敏 現行 B 構成専 現行との差 lIL班当に,りAコⅢほ

末申告世帯 95 郷 粥1800 218002卸 ,23竹 ▲ 1 731 抑 ▲ 18 227

所得無 400 16 691 470 9829480 1 01軒 ▲ 6861990 A167竹

lm万 円未満 723 68928如 0 ∞ 側そ000 62み ム 8 20 900 ▲ 11 398

100万円以上200万円未満 1 171 ″1 102 920 212163 010 21 れけ ▲ 8 039 910 ▲ 7 634

如0万円以上300万円求浩 拘 1 202 787 390 197 572 角0 20 2鍋 ▲ 5214631 ▲ 74神

3m万 円以上4的万円未満 396 148505破 0 144 5乃 800 14 8み ▲ 3 875240 ▲ 97商

400万円以上500万日本満 216 102 釘  770 36 349 340 9鈍 " ▲ 5 贈  430 ▲ 25 641

500万円以上600万円未満 1如 61 562 840 59 065 0的 605t ▲ 249そ あ0 ム 如 815

6m万 円以上殉0万円来満 7 3 41 681 740 40 0範 390 41防 ▲ 1 641 350 ▲ 22 484

700万円以上800万円末椅 ｎ
フ

オ
， 拓 496〕抽 必 192 786 2 68略 ▲ 303 720 ム 6 198

800万円以上900万円未満 Ｆ
υ

つ
０ 21 296 360 20 310 9的 2 08け ▲ 鉛 400 ▲ 28 154

卸0万円以上lnlo万円末滴 23 13598130 13 314 150 13朝 A 283 980 ▲ 123守

1000万円以上 114 74816 拘 0 73344 780 7跡 ▲ 1 472 020 ▲ 12 912

合計 41万 10033断 畑 鉛 1800 W0 10は00略 ▲ 47 586 890 ▲ 11 536

◎Cと の比較

保険料額計

所得区分 世帝敏 現行 C 構成率 現行との差 1せⅢ当た,,Aコ ヽ眠

来申告笹帯 95 23531800 22 611 1側 23弥 ▲ 9加 650 ▲ 9691

所得無 409 16 691 470 104磁 630 10跡 ▲ 6 236 84o A15249

100万円来商 723 689お fm 物 436370 64輌 ▲ 6 492 330 ▲ 39的

100万円以上如0万円未満 1 171 221 102 920 213 364 190 2203け ▲ 7打 S'30 ▲ 6 609

殉0万円以上3m万 円求騎 701 202 787 390 195207ユ 0 卯 21■ ム そ5mい 0 ▲ 10 Si3

300万円以上400万円末稿 396 148 505 0的 141“ 6470 14 6わ ▲ 6 758 抑 ▲ 1■0併

400万Pl以上500万円求植 216 1似 W仰 93 571 700 9脇 ▲ 8 816 070 ▲ 40 815

500万円以上600万円未構 120 61 5碑 840 56 782 700 58筋 ▲ 4 780 140 ▲ 39 835

側0万円以上殉0万円未満 7 3 41 681 740 38307卿 3 97晴 A 3 触  460 ▲ 46225

700万円以上800万円未満 49 26 496 500 25 488 050 26輸 ▲ 10084r0 ▲ 刻 5Si

800万円以上900万円求積 Ｃ
Ｊ

Ｏ
Ｊ 21 296 3的 如 1西 940 20撤 ▲ 1 160 420 ▲ 331弱

900方日以上1000万円未満 閉 13 59■ 130 lr1 121 840 13m ▲ 476 290 ▲ 20 708

10X方 日以上 114 74 816 800 72 899 u0 ■55, ▲ 1917360 ▲ 16 819

合計 4 125 1 023 387 460 9661271∞ 100 00略▲ W加 360 ▲ 13 881



◆所得階層別比較(資直割無世常のみ)

X所得区分については軽顔基準所得の区分なので擬閣世帝主の所得も合みます

※構成率は保険村額合計からを所樺階層の保険料額「tの割合です

※現行との差は 各比較項目数値 ―現行数値 の値です

※1世帯当たりの負担電弾については現行との差の歓値を世帯数で除した値で

合計については現行との差/4世帯数で除した値となっています

◎Aと の比較

保険料額計

所得区分 世帯数 現行 A 構成事 現行 との差 1斬 彗ヽ,め AIE HnF

未申告世帯 540 骸 388 010 53 839 6的 10444 1451650 254

所得無 644 12 607 120 12 695 6釣 ″4齢 88 W0 1流

100万円未満 656 範 760 360 如 674 5約 ■8鋭 1 914 210 2 918

100万円以上200万円未満 7弘 覚 494 190 106 568 710 206恥 tbね Fh20 11 001

200万円以上300万円未満 472 101 915 860 112 05は捌 21 7" 10 140 筑0 21 484

300万円以上mO万 円未満 244 61 880 100 6845,0御 132体 6 5“ 粥0 26 賄

400万円以上500方向末流 lW 範 010 900 38 800細 75い 3 795 的0 27コ拓

500万円以上6∞万円末前 1備 冴 826 370 3092,抑 60m 3 102 900 30 1あ

600万円以上70防 日未満 骸 11518700 12 591 畑 2444 1 072 780 W3抱

700万円以上800万日未満 63 12595 750 136伍 8郷 265t 1 052 0 16 7m

800万円以上900万日未満 鈍 9040440 951,6刻 1185t 475 08 15836

900万日以上lm方 日未瀬 如 4303520 465,8的 09い 356 ヤ0 W 819

1000万円以上 41 10 678 390 11 234480 2 1踊 556 690 13 曲

合計 3 776 守7 019 710 51567,0抑 18】0い 38 655 切0 10加



◎Bとの比較

保険科標計

所得区分 世帯数 現行 B 構成ネ 現行との差 1亡打当た ,の ■IE増田

末申告世帯 570 52 388 010 59315噺 0 1 1範 転 6 927 950 12 154

所得無 飽 12 607 1刻 14 触1 偽0 2 85, 2触 6御 3 470

100万円末橋 lj56 38 打0 360 43 662 000 8138常 4 901 64o 7 472

100万円以=200万 円家栖 734 98 404 190 108 010 790 20 7鍋 9 516 600 12 96r

郷0万円以上300万円未構 472 101 915 360 109 打 7 010 21硫 " 7 821 150 16 570

300万円以上400万円未満 如 61 380 100 66 砲0 140 12 75略 4 5m 040 18 648

400万円以上5∽万円未満 137 35 010 900 37 5乾 160 721特 2 541 西0 13 549

500万円rl■6m万 円未満 103 27 826 祈0 29 911 9的 5744 2 085 餞 0 20 249

600万円以上約0万円未満 α 11 518 700 12 597 510 24跡 1 078 810 17 400

拘0方円ll上800万円未満 63 12 535750 13 ∞4 約0 2磁 , 1 058 950 16 809

800万日以上9∞万円未満 30 90如 如 9 448 990 161, 4085r0 13 618

900万円以上1000万円永梅 20 4 303 520 4 651 870 d89陪 348 価0 17 418

10m方 向以上 41 10 678 390 11 213 4カ 21酪 535 備0 13 050

合計 3怖 ヤそ019710 521 働8 320 100 00, 換 008 610 116雨

◎Cとの比較

保険村額計

所得区分 世帝敵 現行 C 構成率 現行との差 1せヤ4■ 'のAわ 的ほ

末申告世帯 570 52 388 010 63 ∞2 聞0 12 1み 10 7は 820 18 7抑

所得4 644 126071伽 15 785 320 3随 , 3 1裕 200 4935

100万円ネ橋 656 38 760 360 45 203 800 8 68佑 6 似3 44 9 822

lm万 円以上刻0万円未満 仰 粥 494 190 1081・09拘 2●734 9 656 御 13 156

200万円以上300方円未満 兜 101 915 860 1は 1師 抑 20 7% 6 270 470 13 285

300万円以上400万円未満 2車 61 880 100 64 818 範0 124酪 2 938 360 12 042

400万円以上500万円未満 137 35 010 蜘 36 484 170 701" I 幻  270 107r4

500万円り■6的万円未満 103 27 826 台70 28 680 500 551け S秋 lm 8 如3

的6万 円以上700万円末橋 で
Ｖ 11 518 700 12 102 960 2 33幣 路 260 9 424

?00万円以上600万円未満 〈
，

資
】 12 595 750 13 1両 390 2 53佑 559 640 8 883

800万円以上900万円未満 〔
〕

卜
） 9 的  440 9 338 910 17銘 298 守0 9 949

900万円以上lm万 円未満 （
ｕ

Ｏ
ι 4 303 5卵 4 477 190 08酪 173 670 8 684

1000万円以上 メ
〓 10 678 390 11 017 500 2 12略 3神 210 82招

合計 3 776 47  019 710 520 494 430 100 00" 43 494 720 11 513


